
３ 計画の内容 
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３ 計画の内容 

ハハーードド・・ソソフフトト一一体体ととななっったた総総合合的的なな土土砂砂災災害害防防止止対対策策  

ⅠⅠ  土土砂砂災災害害防防止止施施設設のの充充実実・・強強化化（（ハハーードド対対策策））  

  土砂災害発生箇所における緊急的な対策施設の整備を最優先で実施すると

ともに，より効果的・効率的な整備の推進を図ります。 

  また，国の直轄砂防事業との連携を図ることにより，県全域の着実な土砂

災害防止施設の整備を進めていきます。 

 

Ⅰ-１ 再度災害防止のための緊急対応 

８．２０土砂災害の被災地域における，緊急的な対応が必要な箇所の施

設整備については，「８．２０土砂災害 砂防・治山に関する施設整備計画」

に基づき，再び同様の災害が起こらないよう，客観的な評価によらず最優

先で事業に取り組みます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
↓ 根谷川支川 86（安佐北区） 

【発災直後】 

◆◆８８．．２２００土土砂砂災災害害をを踏踏ままええ整整備備ししたた緊緊急急事事業業◆◆  

↓ 根谷川支川 101（安佐北区） 

↓ 山本 8丁目 26 地区（安佐南区） ↓ 山根地区（安佐北区） 



３ 計画の内容 
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Ⅰ-２ １０年マイルストンの設定による計画的な事業実施 【【継継続続】】 
  南海トラフ地震等，大規模地震発生や集中豪雨により災害が発生した際

に，重要な役割を担う，地域の防災拠点※及び代替避難所の無い大規模避難

所（小・中学校）を保全する箇所の計画的な整備に継続して取り組みます。 

１０年間（残り８年間）の計画期間を設定することにより，５年間の計

画期間を超えて，整備対象の明確化と集中投資による計画的な整備を継続

して推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ-３ 事業の優先順位に基づく効果的・効率的な整備の実施 【【見見直直しし】】 
８．２０土砂災害では，都市部の住宅密集地において土石流などが相次

いだことから，７６名もの尊い人命が失われる甚大な被害が発生した教訓

を踏まえ，従来の優先順位を一部見直し，保全対象の集中度が高い箇所の

整備のより一層の重点化を推進します。 

一定数以上の保全対象家屋（砂防事業：人家等が３００戸以上，急傾斜

事業：人家等が５０戸以上）を有する未整備箇所を重点的に選出し，計画

期間で一定の実施率達成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆◆１１００年年ママイイルルスストトンン該該当当箇箇所所  整整備備計計画画（（継継続続））◆◆  

（※ 防災拠点 ： 市町庁舎・出張所，警察署，消防署，水道局等 各市町の防災計画で指定 

されている施設） 

※ 該当箇所総数については，最新の調査の結果，対象施設である小学校が廃校となったり，避難所 

の指定から外れるなどの理由により減少となった。（前プラン：６８箇所 ⇒ 見直し後：５８箇所） 

  ・・完完成成箇箇所所（（11箇箇所所）） 

次期アクションプラン（H33～） 

  ・事業着手予定箇所（30箇所）

 （次期計画へ向け調整 
30 箇所） 

 30 箇所 
【次期着手予定】 

 【完成】 1 箇所 

（該当箇所総数：58 箇所） 

 【今回着手】27 箇所 

アクションプラン2014（H26～H27） 

アクションプラン2016（H28～H32） 

  ・事業着手箇所（27箇所）
  ・次期計画に向けて調整を図る箇所（30箇所） 

1100
年年
間間
でで
着着
実実
にに
整整
備備

概概
ねね

◆◆保保全全対対象象のの集集中中度度がが高高いい箇箇所所ににおおけけるる整整備備目目標標（（新新規規））◆◆  

【【砂砂防防事事業業】】  【【急急傾傾斜斜事事業業】】  【【合合  計計】】  

（保全対象区域内の家屋数：300 戸以上） （保全対象区域内の家屋数：50 戸以上） 

（該当箇所数：29 箇所） （該当箇所数：11 箇所） （該当箇所総数：40 箇所）

着着手手  88 箇箇所所  着着手手  88 箇箇所所  

((2255%%以以上上))  

着着手手 1166 箇箇所所  

((  7700%%以以上上))  
((約約 4411%%))  

残残数数  2211 箇箇所所  残残数数  33 箇箇所所  
残残数数  2244 箇箇所所  

３ 計画の内容



３ 計画の内容 
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また，前プランに引き続き，保全区域に集落を形成する家屋或いは要配

慮者利用施設等の重要施設がある土砂災害危険箇所を対象に，「効率性」，

「経済性」，「有効性」を評価基準とした優先度評価を行い，この結果（Ａ，

Ｂ，Ｃランク）を踏まえて，事業効果の大きい施設整備（砂防堰堤や一連

区間の斜面対策等の整備）を進めていくことで，“選択と集中”による“早

期効果の発現”の推進も図っていきます。 

なお，前述のとおり，被災箇所の緊急的な対策については，この優先度

評価によらず，Ｓランクとして最優先で施設整備を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「社会資本未来プランの施策項目への貢献度」

「事業効果（B/C)」

防災・減災対策の充実・強化

保全対象区域内の家屋数 

保全対象区域内の要配慮者利用施設

保全対象区域内の公共施設，避難所（避難路）

「事業熟度」 事業の実行性 （地元の要望や協力体制の状況（既着手の場合は「用地進捗状況」）） 

事業の成立性 （砂防法，急傾斜地法等の法律に基づく区域指定の有無や他事業との連携）

事業の緊急性 （近年（１０年以内）に土砂災害が発生した箇所，流域・斜面の変状・荒廃の有無）

◆◆優優先先度度評評価価指指標標（（継継続続））◆◆  

 
◆◆新新たたなな整整備備方方針針とと「「優優先先度度評評価価」」のの位位置置づづけけ◆◆  

BB ﾗﾗﾝﾝｸｸ    

土砂災害対策整備対象箇所 
11,372 箇所 

AA ﾗﾗﾝﾝｸｸ    

（（CC ﾗﾗﾝﾝｸｸ））    

SS ﾗﾗﾝﾝｸｸ    

被被災災箇箇所所（（緊緊急急対対応応））  

【【新新規規】】  

保全対象集中箇所 
【【継継続続】】  

10 年ﾏｲﾙｽﾄﾝ箇所 



３ 計画の内容 
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高高  

剾剾      

優優    

先先    

度度      

劀劀

低低

AAラランンクク   計画期間内で優先的に事業進捗を図り，早期効果発現を目指す箇所   （（221144箇箇所所））  
  ・計画期間内に完成させる「完成」箇所 （77箇所） 
  ・着実に事業進捗を図る「継続」箇所 （137箇所） 

  
・計画期間内に完成させる箇所 （2箇所） 
・計画期間内に着手する箇所 （25箇所） 

 AA ラランンククののううちち「「１１００年年ママイイルルスストトンン」」該該当当箇箇所所  （（2277 箇箇所所）） 

 主にソフト対策による土砂災害対策を図る箇所 （0箇所）CCラランンクク  

  
・計画期間内に完成させる箇所 （3箇所） 
・計画期間内に着手する箇所 （13箇所） 

 AA ラランンククののううちち「「保保全全対対象象集集中中」」該該当当箇箇所所  （（1166 箇箇所所）） 

  計画的な投資により，段階的な進度調整を図る箇所  （（2233箇箇所所）） 
  ・計画期間内に完成させる「完成」箇所 （2箇所） 
  ・計画予算の範囲内で事業進捗を図る「継続」箇所 （21箇所） 

BBラランンクク  

 客客観観的的なな評評価価にによよららずず最最優優先先でで実実施施   （（1188箇箇所所）） 
 ８．２０土砂災害の被災地における再度災害防止の観点から緊急に対策する箇所 

SSラランンクク  
・計画期間内に完成させる「完成」箇所 （14箇所） 
・引き続き最優先で事業進捗を図る「継続」箇所 （4箇所） 

◆◆優優先先度度評評価価のの結結果果（（ラランンククのの分分類類））◆◆  

区区  分分  計計画画期期間間内内  完完成成  次次期期計計画画  継継続続  合合  計計  

砂砂  防防  ４５箇所 ８０箇所 １２５箇所 

急急傾傾斜斜  ４５箇所 ８２箇所 １２７箇所 

地地すすべべりり    ３箇所  ―   ３箇所 

合合  計計   ９３箇所 １６２箇所 ２５５箇所 

 

◆◆整整備備対対象象箇箇所所◆◆  

 

（214） 

36% (77) 

9% (2) 91% (21)

64% (137) 

78% (14) 22% (4)

 

ＡＡ  

（23） 

◆◆優優先先度度評評価価のの結結果果（（構構成成比比））◆◆  

（18） 

ＢＢ  

ＳＳ 

【整備箇所数内訳】
（合計 255 箇所） 

 【【ＳＳラランンクク】】  

 （214 箇所） 

 （23 箇所） 

 （18 箇所） 

 【【ＢＢラランンクク】】  

 【【ＡＡラランンクク】】  

（ ）内数値は箇所数 計画期間内完成 次期計画継続

 （27 箇所） 
 （16 箇所） 

【【ＡＡラランンクク】】ののううちち  
「「1100 年年ﾏﾏｲｲﾙﾙｽｽﾄﾄﾝﾝ」」箇箇所所  

【【ＡＡラランンクク】】ののううちち  
「「保保全全対対象象集集中中」」箇箇所所  

３ 計画の内容 



３ 計画の内容 
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◆８．２０土砂災害の被災地（広島市）における再度災害防止対策 

【主な箇所】 
（ 砂 防 ）桐原川支川 21（安佐北区），根谷川支川 99（安佐北区）， 

根谷川支川 101（安佐北区）など 
（急傾斜）安佐南区毘沙門台，安佐北区可部町桐原，安佐北区三入東 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

↑ 根谷川支川 99・101（安佐北区） ↑ 直轄砂防事業 上山川（安佐南区） 

↑ 安佐北区可部町桐原 

整整備備イイメメーージジ  
 

【【  特特定定緊緊急急砂砂防防事事業業  】】  

【【  急急傾傾斜斜地地崩崩壊壊対対策策事事業業（（災災関関フフォォロローー））  】】  

: 災害関連緊急事業 

: 災関フォロー事業 

（凡 例） 

３ 計画の内容 

（（国国土土交交通通省省中中国国地地方方整整備備局局  提提供供））  



３ 計画の内容 
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◆防災拠点や大規模避難所（小・中学校）を守る整備《１０年マイルストン》 

 【主な箇所】 

（ 砂 防 ）ハタガミ川（江田島市），光明寺川（呉市），大畔谷（府中市）， 

西父木野川支川 3（神石高原町），常清滝川（三次市）など 
（急傾斜）廿日市市宮島町，山県郡北広島町川戸，尾道市御調町市， 

庄原市高野町 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆住宅等が密集した地域を守る整備《保全対象集中箇所》 

【主な箇所】 

（ 砂 防 ）戸坂城山川（広島市東区），千同川（広島市佐伯区）， 

中横路川（呉市），丹屋奥谷西川（福山市）， 

宗郷川（三原市）など 
（急傾斜）広島市西区己斐上，広島市安佐南区安東，呉市阿賀南， 

廿日市市天神，三原市宗郷町 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

((尾尾道道市市役役所所御御調調支支所所))  

↑防災拠点（御調支所）を保全する 

急傾斜地崩壊対策事業実施予定箇所（尾道市） 

↑防災拠点（作木支所）を保全する 

砂防事業実施予定箇所（三次市） 

((三三次次市市役役所所作作木木支支所所))  

↑住宅等が集中した地域を保全する 

急傾斜地崩壊対策事業箇所（三原市） 

３ 計画の内容

住宅等が集中した地域を保全する 

↓砂防事業実施予定箇所（呉市） 

 

堰堤設置箇所 



３ 計画の内容 
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◆要配慮者利用施設や避難所等重要施設を守る整備 

【主な箇所】 
（ 砂 防 ）横見川右支（広島市），奥之谷川（海田町），檜垣川（呉市）， 

谷郷川（大竹市），滝の川（東広島市），市場川（庄原市）など 
（急傾斜）広島市東区山根町，竹原市吉名町宗越，尾道市瀬戸田町瀬戸田， 

庄原市水越町 など 

（地すべり）福山市柳津町 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆過去の土砂災害発生状況等を踏まえた対策 

【主な箇所】 
（ 砂 防 ）荒谷川（広島市），大津恵川（庄原市）など 
（急傾斜）廿日市市宮内 など 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

←平成 22 年の災害を踏まえ 

整備した 

砂防堰堤群（庄原市） 

篠篠堂堂川川 66 号号堰堰堤堤  

篠篠堂堂川川 77 号号堰堰堤堤  篠篠堂堂川川 88 号号堰堰堤堤  

↑要配慮者利用施設（幼稚園）を保全する 

急傾斜地崩壊防止施設（福山市） 

↑避難所（公民館）を保全する 

砂防事業実施予定箇所（海田町） 

平成 25 年の災害を踏まえ整備した→ 

急傾斜地崩壊防止施設（廿日市市） 

３ 計画の内容 

((海海田田町町公公民民館館))  



３ 計画の内容 
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◇ 急傾斜地崩壊対策事業（県費補助） 【事業主体：市町】 

県が実施する工事に加え，国の交付金による急傾斜地崩壊対策事業の採択基準（急傾斜地の高さ

が１０ｍ以上，人家概ね１０戸以上）を満たさない，規模の小さい危険箇所の対策については，市町が

実施する工事に対し県費補助を行っています。 

平成２７年度には，１０の市町に対し県費補助を実施しており，引き続き，近年災害が発生した箇所

など，緊急性が高い箇所から優先的に整備を進めていきます。 

【【参参考考１１】】国国直直轄轄砂砂防防事事業業ににつついいてて  

◇ 広島西部山系直轄砂防事業 【事業主体：国土交通省】 

平成 11 年の「6.29 豪雨災害」を契機に事業化され 

た広島西部山系直轄事業区域内（広島市・廿日市市 

・大竹市の一部）においては，国土交通省と広島県が 

連携し，土砂災害対策を推進しています。 

≪直轄砂防事業実施地区選定の考え方≫ 

○複数の土石流危険渓流が重複する地域の整備 

効果を高めるため，隣接する渓流を一連で集中 

的に整備する必要がある地区 

○山陽自動車道や山陽新幹線等，国の根幹となる 

重要交通網を保全する必要がある地区 

 

↑【広島西部山系における事業の実施例（広島市安佐南区八木・緑井地区）】 

↑広島西部山系直轄砂防事業区域 

土石流によって被害を受ける地域の
コミュニティーに関連する一連の渓流(概念)

【【参参考考２２】】急急傾傾斜斜地地崩崩壊壊対対策策事事業業（（県県費費補補助助））ににつついいてて  

     直轄砂防事業区域 

事業区域面積：約 621 ㎢ 

土石流危険渓流：約 1,700 渓流

３ 計画の内容

（（国国土土交交通通省省中中国国地地方方整整備備局局  提提供供））  

（（国国土土交交通通省省中中国国地地方方整整備備局局  提提供供））  

（（国国土土交交通通省省中中国国地地方方整整備備局局  提提供供））  


